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I　は じ め に
　近年，矯正施設における障害者及び高齢者が増加し，司法だけでは，再
犯防止に有効な手段を講じえない事態に陥った。そのため，再犯防止策と
して，司法と福祉の連携が叫ばれ，罪を犯した障害者や高齢者を刑事施設
から福祉施設等へ繫げるための地域生活定着支援センターの設置，及び，
検察段階で対象者を起訴猶予にして刑事司法手続からダイバートし，福祉
支援に繫げる社会復帰支援室の設置等がなされたのである。これらの施策
は，再犯防止の観点から講じられたものであり，いずれもソーシャルワー
カーである社会福祉士が関与している。また，現在，法務省は，犯罪対策
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閣僚会議において，「再犯防止に向けた総合対策」が決定されたことを受
け， ₂ 年以内に刑務所等へ再入する者の割合を10年間で20％以上削減する
計画を作成している1）。しかしながら，犯罪を減少させるならば，再犯防
止の施策に重点を置くだけではなく，「犯罪予防」という観点も考慮すべ
きではないだろうか。
　本稿では，その「犯罪予防」に新たに貢献するであろう存在として，す
でに司法と福祉の連携において重要な役割を担っている社会福祉士に焦点
を当てている。本来，社会福祉士の業務は，相談援助であり，その手法の
₁ つとして，アウトリーチと呼ばれるものがある。アウトリーチとは，援
助者側から対象者へ積極的な働きかけを行い，早期に問題性を発見すると
いうものである。そこで，社会福祉士がこのアウトリーチを使用すれば，
対象者の問題性を早期に発見でき，犯罪へ繫がる兆候を未然に察知し，犯
罪を予防できると考える。
　したがって，本稿では，この「犯罪予防」という観点に着目し，ソーシ
ャルワーカーによる犯罪予防活動への貢献について論究する。
　以下，本稿では，ソーシャルワーカーによる幅広い対象者への犯罪予防
活動を実現すべく，まずは，わが国において，ソーシャルワーカーの活動
範囲を限定している「社会的養護」という文言の使用方法が適切であるか
について，諸外国の定義を参考に検討する。次いで，その定義をもとに犯
罪予防活動の中心を担うアウトリーチが有効な領域として，高齢者による
介護犯罪及び児童虐待と非行との関係を取り上げ，日米の比較検討を行う
ことにより，犯罪予防活動による早期発見を実現するための兆候について
論ずる。そして，本来，ソーシャルワーカーの役割にはない犯罪予防活動
を実際に行うための根拠規定について言及した後，具体的な犯罪予防活動
の施策に関する提言を行う。
1）　犯罪閣僚会議「再犯に向けた総合対策」（2012年）（http://www.kantei.go.jp/
jp/singi/hanzai/kettei/120720/honbun.pdf）参照。法務省 HP「再犯に向けた
総合対策」（http://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/hisho04_00005.html）
参照。
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II　社会的養護とは
　福祉の分野における「社会的養護」とは，厚生労働省の定義によれば，
「保護者のない児童や，保護者に監護させることが適当でない児童を，公
的責任で社会的に養育し，保護するとともに，養育に大きな困難を抱える
家庭への支援を行うこと」であり，「子供の最善の利益のために」と「社
会全体で子供を育む」を理念として行われていると定義づけられている2）。
また，他の文献によれば，「社会的養護」とは，「家庭環境を奪われた子ど
もや厳しい家庭環境に置かれている子どもに対して，心身の痛手をケアす
る目的のために社会が用意した養育環境の体系」，「家庭で養育されること
が困難な児童に対して提供される養育」及び「保護者以外の者が子どもを
育てる行為」という定義でおおむね一致している3）。
　しかしながら，そもそも「養護」という言葉は，保護を必要としている
人への生活の場において，育成，自立との支援を行う場合に用いられるも
のであり，児童に限らず，高齢者に関しても，「養護」は「介護」ととも
にケア（care）という用語が用いられることが多く，実際に，「特別養護
老人ホーム」等の言葉が使用されているとの見解がある4）。この見解によ
れば，「養護」は，児童だけでなく，高齢者も対象としていることから，
本来，「社会的養護」とは，社会的に養護を必要とする者がすべて対象に
なるはずではないだろうか。この疑問に答えるべく，まずは「社会的養
2）　厚生労働省 HP「子ども・子育て　社会的養護」（http://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/syakaiteki_yougo/）参照。
3）　相澤仁編『子どもの養育・支援の原理　社会的養護総論』明石書店（2012
年）15頁。社会福祉士養成講座編集委員会『新・社会福祉士養成講座　児童や
家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度（第 ₄ 版）』中央法規（2013年）164
頁。山縣文治＝林浩康編『よくわかる社会的養護（第 ₂ 版）』ミネルヴァ書房
（2013年）2頁。小池由佳＝山縣文治編『新・プリマーズ／保育／福祉　社会的
養護（第 ₄ 版）』ミネルヴァ書房（2016年）2─₃ 頁。
4）　田家英二「社会的養護の意味」『鶴見大学紀要』第48号（2011年）1頁。
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護」の英訳をみると，基本的には，厚生労働省をはじめ，福祉の研究者間
では「Social care」 の用語が用いられていることが多い。 この「Social 
care」という用語がどのような意味で諸外国では使用されているかを調べ
たところ，アメリカでは使用されていない用語であり，主に，イギリスで
使用されているようである。また，イギリスのソーシャルワークのための
国立機関（National Institute For Social Work (Nisw)） によれば，「Social 
care」とは，「ソーシャルケアそれ自体は，人々が自分の生活を快適に暮
らせるように援助することに関係があり，特に，ある程度の特別な実用的
な援助及び身体的な援助を必要とする人々を支援するものである」との定
義がなされている。すなわち，ソーシャルケアは，幅広い年齢層に適用さ
れており，高齢者の他に，メンタルヘルスの問題をもつ者，学習障害や身
体障害のある者，アルコールや薬物依存の問題で悩む者，ホームレス，家
庭内暴力の被害者，里親，養子縁組，児童保護，若年犯罪者及び無職の子
どもやホームレスの子どもも支援対象としている5）。また，イギリス政府
によれば，「Social care」とは，「ある人々は，活動的な生活を送り，我々
の多くが当然と思っているような当たり前のことを行うために実用的ある
いは感情的な特別なケアあるいは支援を必要としている。政府は，そのよ
うなケアを必要とする人々のためにケアを与え，人々が自立と尊厳を保持
することを可能にするというソーシャルケアシステムを与えるために働い
ている」と定義づけている6）。
　以上，イギリスの定義にみられるように，本来，「Social care」とは，
対象を児童に限定することなく，幅広い年齢層に適用されるものであり，
すべての人々の自立と尊厳を維持しながら，日常生活を快適に暮らせるよ
うに援助するということが根底にあると解釈できる。
　したがって，イギリスの例に従うならば，「社会的養護」を児童の養護
5）　National Institute For Social Work, “Social Care”, p. 1.（http://www.nisw.org.
uk/socialcare/）参照。
6）　Department of Health, Health and Social Care Information Centre and Ofsted, 
“Social Care”, p. 1. （https://www.gov.uk/government/topics/social-care）参照。
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あるいは支援に限定するのではなく，「社会的ケア」，すなわち，「社会的
に養護を必要とする者」を対象とすべきである。その理由としては，現
在，問題となっているいわゆる「18歳の壁」等がある。「18歳の壁」とは，
児童福祉法第 ₄ 条が，保護・支援の対象とする「児童」を「満18歳に満た
ない者」と定めているため，社会的養護の対象者も18歳未満とされ，18歳
となった児童は，自立を余儀なくされるが，実際，18歳で自立することは
困難であり，この自立に伴う問題の総称である。例えば，「18歳の壁」に
おける具体的な問題としては，①アパートの賃貸借契約や携帯電話の契約
に伴う同意の問題，②アパート契約等の際の保証人問題，③社会的養護を
離れた子どもが給料を全額親権者に取り上げられる等の親権者による親権
の濫用に関する問題，④就職・進学の問題等がある7）。現在では，この問
題を解決するために満20歳に達するまで措置を延長する等の対策が取られ
ているが，社会的養護出身者の進学率が低いこと等を勘案すると，大学へ
進学した者には22歳まで措置延長を行う必要があるのではないだろうか8）。
なぜなら，2015年の厚生労働省の統計によれば，児童養護施設児の進学率
は21.2％（大学等10.3％，専修学校等10.9％）であり，生活保護世帯の大
学進学率の32.9％（大学等19.2％，専修学校等13.7％）を下回っており，
大学等進学者の ₁ 割が ₁ 年以内， ₂ 割近くが卒業までに中途退学している
という現状をみれば，いかに学費と生活費の両方を捻出することが大変で
あるかが理解できるからである。このように，就学中の者が退学に追い込
まれたり，無職の者でも18歳になれば施設を退所するしかない，他にも全
国の20代の生活保護受給率の約13倍であることや退所者数の死亡率が全国
7）　小坂昌二「法律問題としての「18歳の壁」」『教育と医学』63巻 ₂ 号（2015
年）21─23頁。
8）　この点に関しては，2016年の児童福祉法等の一部を改正する法律により，自
立援助ホームの入所者については，大学等に就学中の場合には，22歳の年度末
までは支援対象となった。厚生労働省雇用均等・児童家庭局「児童福祉法等の
改 正 に つ い て 」（http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11901000-
Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/0000122788.pdf）参照。
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の15 ─ 24歳の死亡率に比べると約 ₅ 倍も高い等，18歳での自立がいかに困
難かがわかる9）。したがって，これらの弊害を除去するためには，児童か
ら成人になる過程において，あるいは，障害児から障害者への移行におい
て等，本当に支援が必要な者への支援が途切れないようにする必要があ
り，年齢で区切ることは不適切と考える。
　以上より，本稿では，「社会的養護」をイギリスで用いられている「So-
cial care」に基づいた意味で解釈した方が「18歳の壁」等の弊害を除去で
き，他にも多角的に支援ができるという理由から，「社会的養護」とは，
「社会的に養護を必要とする者を支援すること」と解釈することにする。
したがって，「社会的養護」の対象は，児童だけではなく，高齢者，障害
者，ホームレス，外国人等が含まれる10）。
　次章以下では，「社会的養護」の新たな解釈に基づき，児童だけではな
く，高齢者等を対象にしているが，その中でも，現在実施されている司法
と福祉の連携のうち，ソーシャルワーカーの活用により，犯罪予防の観点
から最も効果が高いであろう介護犯罪，及び児童虐待と非行との関係につ
いて，日米の比較のもとに論じることとする。
III　介護犯罪における日米の比較
1 ．介護犯罪とは
　介護犯罪とは，介護による殺人や虐待等が含まれる。この介護犯罪のう
ち，今後，認知症のある高齢者が増加の一途を辿ることや，在宅介護の推
奨により，介護殺人が増えることが予想される。また，介護殺人は，介護
9）　日本財団「社会的養護のアウトカムに関する系統的レビュー報告書」（2017
年 ）65─69頁（http://www.nippon-foundation.or.jp/what/projects/happy_
yurikago/img/10.pdf）参照。
10）　これらの対象は，現在の日本でいうところの「社会的な援護を要する人々」
の文言を用いた方が適切かもしれないが，本稿では，現在使用されている英訳
に従って解釈を行っている。
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者に高齢者が多く，老老介護による殺人や認認介護による殺人が増えてい
るため，本章では，高齢者による介護殺人を中心に論ずる。
　介護殺人は，2000年代に入って初めて本格的に研究されるようになった
ため，今現在も介護犯罪に関する明確な定義は示されていないが，「介護
にかかわる困難を背景に，介護をしていた親族が被介護者を殺害，あるい
は心中するという事件」と主張する見解がある11）。
　他方，アメリカにおいては，介護殺人に関する用語としては，「caregiv-
er murder」「caregiver homicide」「caregiver murder suicide」ですでに検
索している文献を発見したが12），この用語を用いて検索したところ，日本
における高齢者の介護殺人に該当する文献は少なく，「caregiver」を用い
ると，介護者が配偶者ではないケースが多かった。そこで，「murder-sui-
cide」「homicide-suicide」に「elderly」を掛け合わせた方が，日本の介護
殺人と類似した例が多いように思われる。
　「murder-suicide」とは，「殺人を犯し，その殺人から ₁ 週間以内に自殺
すること」とされており，殺人と自殺との期間に関しては，24時間以内あ
るいは72時間以内と定義づけるものがある。期間に関しては州ごとに異な
るようであるが，殺人（homicide）や自殺（suicide）とは異なる特徴を
もつとのことである13）。以上の定義から，「murder-suicide」は，日本で
いうところの「心中」もしくは「無理心中」という言葉が適訳だと思う。
しかし，被害者に同意があったか否かは問題とされておらず，単に，「殺
11）　湯原悦子『介護殺人の予防─介護者支援の視点から─』クレス出版（2017
年）5頁。
12）　湯原・前掲書・54頁。
13）　Peter M. Marzuk, Kenneth Tardiff, Charles S. Hirsch: The Epidemiology of 
Murder-Suicide, JAMA, 267(23), 1992, p. 3179.
　　Outi Saleva, Hannna Putkonen, Olli Kiviruusu, Jouko Lönnqvist: Homicide-Sui-
cide ─ An event hard to prevent and separate from homicide or suicide. Forensic 
Science International, 166, (2007), p. 204.
　　Scott Eliason, Murder Suicide: A Review of the Recent Literature. Journal of the 
American Academy of Psychiatry and the Law Online, 37(3), 2009, p. 371.
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害後に自殺する」という意味合いしかないため，日本の「心中」や「無理
心中」とは，若干，異なる。したがって，以下では，「murder-suicide」
という用語を直接使用することとする。
2 ．アメリカにおける介護殺人の現状及び特徴
　アメリカでは，介護殺人として正確な統計を取ってはおらず，murder-
suicide の内訳として，高齢者による murder-suicide という分類で統計を
取っている14）。そのため，高齢者による介護殺人の正確な数値というもの
は把握できないが，高齢者による murder-suicide の大半が病気の配偶者
をもつ高齢男性の絶望による殺人自殺との結果が出ているため，その内容
を比較対象とする。
　アメリカにおいて，高齢者の murder-suicide に関する研究が本格的に
行われるようになったのは，1990年代後半からである15）。
　アメリカにおける murder-suicide は，1990年代の論文では，年間10万
人につき0.2％から0.3％の割合，すなわち，年間約1,000件から1,500件生じ
ているという記述がみられた16）。この傾向は現在も続いており，毎週約11
件，年間では1,200人以上のアメリカ人が murder-suicide により亡くなっ
ている17）。また，フロリダの研究によれば，55歳未満のグループにおいて
は，年間10万人につき0.3％から0.7％の割合で murder-suicide が生じてい
るが，55歳以上の高齢者グループでは，年間10万人につき0.4％から0.9％
14）　「高齢者」に関する定義としては，55歳以上を高齢者と呼んでいるケースが
多 い。Violence Policy Center, American Roulette: Murder-Suicide in the United 
States, Fifth edition, 2015, p. 6. (http://www.vpc.org/studies/amroul2015.pdf) 参
照。Julie E. Malphurs, Donna Cohen: A Statewide Case-Control Study of Spousal 
Homicide-Suicide in older Persons, The American Journal of Geriatric Psychiatry, 
13(3), 2005, pp. 211─212.
15）　Ibid., Julie E. Malphurs, Donna Cohen, p. 211.
16）　Ibid., Peter M. Marzuk, Kenneth Tardiff, Charles S Hirsch, p. 3179.
17）　Ibid., Violence Policy Center, p. 1.
　　2014年度上半期においては，617件の murder-suicide が起きている。
表 1 　murder-suicide の概要に関する年度別比較
分類 2001年 2005年 2007年 2011年 2014年
火器に関する murder-suicide 95％ 92％ 89％ 90％ 93％
殺人者が男性である murder-sui-
cide 事件
90％ 94％ 95％ 90％ 89％
親密なパートナーが関係している
murder-suicide 事件
74％ 74％ 73％ 72％ 72％
殺害した親密なパートナーとの平
均的な年齢差
6.6歳 6.3歳 6.0歳 3.3歳 3.8歳
自宅で生じた murder-suicide 事件 76％ 75％ 75％ 80％ 81％
murder-suicide で殺害された子ど
もの数
N/T 47 45 55 45
murder-suicide を目撃した子ども
の数
N/T N/T 44 66 63
高齢者間の murder-suicide 事件 21％ 23％ 27％ 25％ 33％
＊N/T = not tabulated（集計されていない）
出所： Violence Policy Center, American Roulette: Murder-Suicide in the United States, Fifth 
edition, 2015, p. 7.
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の murder-suicide が生じているとのことであり，高齢者における murder-
suicide の割合が他の年齢層より高いことがわかる18）。表 ₁ をみると，高
齢者の murder-suicide 事件は，2001年の21％から2014年には33％まで上
昇しており，13年間で12％も増加していることを考えると，今後はさらに
増加する可能性が高いと思われる。
　murder-suicide という用語は， 学術専門用語とされているが，「homi-
18）　Ibid., Scot Eliason, p. 327.
　　Phyllis P. Wright, Christen W. Thorpe, Triple threat among the elderly: Depres-
sion, suicide risk, and Handguns, Journal of emergency nursing, 42(1), 2016, 
p. 15. によれば，高齢者間の murder-suicide 率は，若者間の ₂ 倍であり，高齢
者による murder-suicide は，アメリカにおけるすべての殺人の ₅ ％を構成して
いる。
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cide-suicide」の方がより適切な用語であると一般的には認識されている
ようである。その理由は，「murder」はアメリカの制定法によって定義づ
けられた「homicide」の等級であり，「suicide」は，法律用語ではないか
らである19）。
　murder-suicide の特徴としては，Malphurs 及び Cohen によるフロリダ
の研究によれば，murder-suicide の犯罪者は，健康問題を抱え，配偶者か
らケアを受けていて自殺した犯罪者よりも家庭内暴力が多く，妻のための
介護者である者が多いとの結果を明らかにしている。また，年間の事件率
は，55歳以上の者の割合が高く， その割合は増加している。 さらに，
murder-suicide の特徴としては，犯罪者の大半は男性であり，男性犯罪者
は女性被害者よりも年上であり，配偶者の殺人自殺は，高齢者における殺
人自殺の85％を占めている。配偶者殺人の動機は複雑ではあるが，先行研
究では，うつやその他の精神病理学の形態だけではなく，被害者の強い愛
着のような関係性の変化，夫婦間や家庭での衝突，介護負担，長期ケアレ
ジデンスへの移動による別居及び他の人生の出来事におけるストレスが原
因とされている20）。
　さらに，murder-suicide の犯罪者は，単なる自殺者よりも，家庭内暴力
の割合や介護者である割合が高い。また，murder-suicide の犯罪者は，30
％が自殺ノートを残しているが，単なる自殺者よりも生前の意思表示や重
要な書類等に関する家族への詳細な指示を残す傾向にある。 その他，
murder-suicide の犯罪者の65％がうつ病である21）。この点に関しては，高
齢者に関する多くの心理学的分析によれば，murder-suicide の犯罪者にお
19）　Ibid., Peter M. Marzuk, Kenneth Tardiff, Charles S Hirsch, p. 3179.
20）　Ibid., Julie E. Malphurs, Donna Cohen, p. 212.
　　フロリダの24の検視官地区における murder-suicide の定義は，①犯罪者と
被害者は婚姻やコモンロー上の夫婦あるいは積極的な関係にある，②両者が死
亡していること，③殺人と自殺との間が24時間以内であること，④自殺の約束
に関する証拠がないこととされている。
21）　Ibid., Julie E. Malphurs, Donna Cohen, p. 213.
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けるうつの罹病率は60％から90％であり，うつのリスクは介護の役割と関
係しているといわれている。妻を介護する夫は，夫婦間でのストレスが増
加し，心理学上の幸福感が減少し，うつレベルが上昇する。要介護者の依
存レベルや介護者の機能低下が負担増加を導く要因であるかもしれないと
のことである。また，murder-suicide で死亡した高齢カップルの関係は，
極端に閉鎖的であり，murder-suicide の犯罪者は，支配的で個人をコント
ロールするとの特徴が挙げられている。
　その他の調査結果によると，2002年度は殺人自殺の ₄ 分の ₁ が55歳以上
の人であり，介護におけるストレスと孤独，うつ病が引き金となってお
り，介護殺人の場合には，妻を殺害するケースが多く，銃による殺害が多
い。murder-suicide を行う高齢者の半分は，健康問題を抱えており，その
うち ₇ ％が認知症である。また，自殺の ₃ 週間以内に通院歴ありの者が多
く，家庭内暴力が多いのも murder-suicide の特徴であるとされている22）。
　以上，アメリカの高齢者による murder-suicide の特徴としては，①高
齢者による殺人自殺は，年間約1,200件発生している，②加害者の大半は
男性である，③加害者は，介護によるストレスを抱えていたり，身体的な
健康問題及びうつ病にかかっているケースが多い，④銃による自殺が多
い，④閉鎖的な環境に置かれている，⑤自殺の ₃ 週間前に通院歴ありの者
が多い，⑥家庭内暴力が多い，⑦被介護者の施設入所による別居等の生活
状況に変化があるとき，⑧単なる自殺者より，自殺ノートに家族への詳細
な指示を残す等が挙げられる。
3 ．日本における介護殺人の現状及び特徴
　日本における介護殺人の現状については，警察庁の統計によると，2007
年の犯罪統計より，犯行の動機・原因として「介護・看病疲れ」の項目が
追加されている。表 ₂ にある2007年から2015年までの「介護・看病疲れ」
22）　Diana Reese, Murder-suicide disturbing trend among the elderly, The Washing-
ton Post, January 26, 2013.
表 2 　介護・看病疲れを動機とする罪名別件数
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年
殺人 30 48 17 55 54 40 50 42 44
傷害致死 2 5 0 1 5 3 2 0 1
放火 1 1 1 4 4 0 0 7 5
暴行 1 1 0 5 5 6 9 15 13
傷害 7 9 2 11 14 16 17 16 28
窃盗 14 37 46 85 81 88 88 74 50
刑法犯総数 60 104 74 177 180 160 178 172 159
殺人及び傷害
致死の総数＊
32 53 17 56 59 43 52 42 45
（53.3％）（50.1％）（23.0％）（31.6％）（32.7％）（26.9％）（29.2％）（24.4％）（28.3％）
＊ 殺人及び傷害致死の総数におけるパーセンテージは，刑法犯総数における殺人及び傷害致死
の総数の割合である。
出所： 警察庁 HP『平成19年～平成27年の犯罪』をもとに筆者作成。（https://www.npa.go.jp/
publications/statistics/sousa/year.html）
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による罪名をみると，殺人と傷害致死の総数は，2007年は32件だったもの
が，2015年まではおおむね50件前後で推移している。この統計では，年齢
区分が不明なため，高齢者による介護殺人がどの程度存在するかは不明だ
が，年間50件前後の介護殺人が行われており，統計を取り始めてから ₉ 年
で約400件の殺人事件が発生している。2017年 ₇ 月末現在の要介護認定者
数は，6,382,762人となっており，終日介護を必要とする者は，要介護度が
上がれば上がるほど割合が高くなっており，要介護 ₅ では50％以上の者が
終日介護を要するという結果が出ている23）。したがって，要介護者の総数
からすれば，ほとんどの介護者が犯罪とは無縁な生活を送っているが，介
護・看病疲れを動機とする殺人事件が年間50件前後，また，殺人に至らず
とも，放火，暴行，傷害及び窃盗はコンスタントに行われており，直近の
₅ 年間では，「介護・看病疲れ」による刑法犯総数が170件前後で推移して
いることに加え，「介護・看病疲れ」による刑法犯総数全体の中での殺人
23）　厚生労働省 HP「介護保険事業状況報告（暫定）平成29年 ₇ 月分」（http://
www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/jigyo/m17/1707.html）参照。
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事件の割合は概ね30％前後で推移しているということは，「介護・看病疲
れ」を動機とする刑法犯のうち， ₃ 分の ₁ は殺人事件を行っているという
ことになる。これは，軽視できない問題であり，何らかの対策を講じる必
要があるのではないだろうか。また，「介護・看病疲れ」の殺人事件の占
める割合が若干，減少傾向にあり，その代わりに放火，暴行，傷害及び窃
盗の数が横ばいあるいは増加していることから，殺人の前兆として，これ
らの犯罪が現れている可能性もあるといえよう。
　上記は，警察の統計を用いた分析結果であるが，次に，介護殺人の先行
研究における分析結果及び介護殺人の特徴について論じる。
　まず，湯原によれば，新聞報道から確認できた介護殺人としては，1996
年から2015年までの20年間に754件あり，うち762人が死亡したとのことで
ある。その特徴としては，①配偶者間の殺害事件が352件（46.7％）と最
も多い，②被害者は女性が ₇ 割，加害者は男性が ₇ 割，③75歳以上の後期
高齢者が被害者となった事件は約 ₆ 割，④事件の発生地は，関東地方，中
部地方，近畿地方の順に多く，都道府県別では，大阪，愛知，東京の順で
ある，⑤加害者自身の障害，あるいは介護疲れや病気などの体調不良は約
₃ 割の事例に確認できた等が列挙されている。そして，特に予防の視点か
ら注目すべきは，①介護殺人の件数，②被害者は女性で加害者は男性が多
いということ，③加害者自身も障害や病気を抱えがちであるという ₃ 点で
あると主張する。確かに，介護殺人の件数は減少傾向にはなく，今後，高
齢者は増加するため，注目すべき点である。また，加害者は男性が多いと
いう点に関しては，平成28年国民生活基礎調査の概況では，同居の男性介
護者が34.0％，女性介護者が66.0％と，年々，男性介護者の割合が緩やか
に上昇傾向にあるが，その割合は女性介護者の半分であるにもかかわら
ず，介護殺人の加害者の ₇ 割が男性であるというのは問題である24）。
　次に，羽生の分析結果をみると，2006年から2010年 ₆ 月末までの介護殺
人事件の傾向としては，①介護殺人のうち，加害者も自殺を試みる心中事
24）　湯原・前掲書・17─18頁，21─24頁。
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件は全体の20％，②加害者としては，夫が最も多く，次いで息子が多く，
男性の割合が ₇ 割を占める，③夫が妻を殺害するパターンが約40％，④事
件までの介護期間が「 ₁ ～ ₅ 年」が最も多く，事件の半数を占める，⑤心
中を図る事件は，加害者が ₁ 人で介護をするケースが半数近くを占める，
⑥介護サービスの利用状況においては， ₁ 年未満で心中を試みるケースの
場合に介護サービスの利用がない割合が高くなっているとのことである。
調査結果のまとめとしては，介護者が ₁ 年以上介護を続けるにあたり，心
身ともに疲弊し，ストレスを緩和できないままうつ状態になり，殺害と自
殺を試みようとする傾向がみられる，また，介護が長引き，うつ状態が進
行すると，他者との接触を極端に行わない状態になり，被介護者と ₂ 人き
りで引きこもりがちになることが要因であると主張する25）。
　両者の他に，池田の1998年 ₆ 月から2002年 ₂ 月までの事件に関する分析
によれば，加害者の平均年齢は61.87歳で60歳以上が ₅ 割以上，男性が76
％，殺害方法は66％が絞殺，被害者については，平均年齢が77.23歳，後
期高齢者が74％，女性が約 ₈ 割であり，85％が何らかの障害をもっていた
とのことである。また，山口の分析によれば，介護殺人と心中事件の共通
点として，加害者は夫または息子という男性であり，何らかの疾病や障害
を抱えていたりまじめな性格である，被害者は何らかの要介護状態にある
女性である，事件は被介護者の退院や退所などにより，介護者への介護負
担が新たにのしかかったときに起きている等の特徴が挙げられている26）。
　以上，日本における先行研究を踏まえた結果，介護殺人に関しては，以
下のような特徴がある。すなわち，①介護殺人は年間50件程度発生してい
る，②配偶者間での殺害が多い，③加害者の約 ₇ 割が男性，④加害者は何
らかの疾病や障害を抱えていることが多い，⑤被害者は女性に多い，⑥被
害者には75歳以上の後期高齢者が多い，⑦地域別では都市部に集中，⑧閉
25）　羽生政宗「老老介護の現状分析」『山口経済学雑誌』第59巻第 ₄ 号（2010年）
53─56頁，58─60頁。
26）　加藤悦子『介護殺人─司法福祉の視点から─』クレス出版（2010年）32─34
頁。
図 1 　被虐待高齢者の要介護度と虐待の程度（深刻度）の関係
　　　　　＊深刻度 ₁ 及び ₂ ：生命・身体・生活への影響や本人意思の無視等。
　　　　　　深刻度 ₃ 及び ₄ ：生命・身体・生活に著しい影響。
　　　　　　深刻度 ₅ ：生命・身体・生活に関する重大な危険。
　　出所： 厚生労働省 HP「平成27年度　高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支
援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結果」（2017年）
　　　　　 （http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12304500-Roukenkyoku-Ninch
ishougyakutaiboushitaisakusuishinshitsu/0000155596.pdf）参照。
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鎖的な環境に置かれている，⑨被介護者の状況に変化があり，新たな介護
負担がのしかかったときに事件が生じる等が共通の特徴として考えられ
る。
　これら日本における介護殺人の特徴は，アメリカにおける介護殺人の特
徴と類似点が多い。例えば，①加害者は男性，特に夫が最も多く，妻が被
害者となるケースが多い，②介護におけるストレスと孤独，うつ病が要
因，③男性の場合は相談相手がおらず，閉鎖的な環境に置かれやすい，④
加害者自身も何らかの疾病や障害を抱えている，⑤被介護者が施設から退
所する等介護負担が増えたとき等が類似点といえる。異なる点としては，
アメリカの場合，加害者男性は，家庭内暴力をしている者が多く，銃によ
る殺害が多いという点である。したがって，共通点が多いため，これまで
の日本の研究結果では示されていない家庭内暴力を行う男性が多いこと，
加害者男性が年上の者が多く，支配的であること，自殺の ₃ 週間以内の通
院歴等をもとに調査できれば，介護殺人の危険性が早期に調査でき，対策
を講じることができるのではないかと考える。また，相談相手がいない閉
鎖的な環境を打破することや図 ₁ にあるように要介護度が上がれば虐待の
比較法雑誌第51巻第 ₄ 号（2018）
112
深刻度も上がることから，ソーシャルワーカーの相談援助を活用すること
も有効である。
IV　児童虐待と少年非行の関係における日米の比較
1 ．児童虐待の現状
⑴　アメリカにおける児童虐待の現状及び特徴
　アメリカにおける児童虐待の定義は，州ごとに異なるが，連邦法に基づ
いた定義によると，2015年度は683,000人の児童が虐待を受けており，総
数に関しては，年々，増加傾向にあり，2011年度の658,000人から約25,000
人も増加している。また，2015年度は，約1,670人の児童が亡くなってい
る。
　被虐待児の特徴としては，年齢別では ₁ 歳未満が24.2％と最も虐待を受
けている割合が高く，年齢が上がるにつれて，虐待の割合が減少する。虐
待の類型では，ネグレクトが75.3％と最も多く，次いで身体的虐待が17.2
％である。被虐待児の人種に関しては，白人が43.2％，ヒスパニックが
23.6％，アフリカ系アメリカ人が21.4％である。
　加害者の特徴としては，年齢別では，25歳から34歳の割合が最も高く，
18歳から44歳までのグループで83.4％を占める。加害者の性別については，
女性が54.1％であり，男性が45.0％，性別不明が0.9％いる。被害者との関
係に関しては，親である者が78.1％と大半を占める。人種別では，白人が
48.9％，アフリカ系アメリカ人が20.0％，ヒスパニックが19.5％である。
また，虐待のリスク要因としては，虐待をしない者よりもアルコール依
存，薬物依存，家庭内暴力の割合が高いことが挙げられている27）。
⑵　日本における児童虐待の現状及び特徴
　まず，児童虐待の現状としては，児童相談所における虐待相談件数は増
加傾向にあり，2015年度の統計では103,260件とついに10万件にまで達し
27）　U.S. Department of Health & Human Services Administration for Children and 
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ている。次に，2013年のデータになるが，養護施設では，被虐待児が59.5
％おり，児童自立支援施設では58.5％，古いデータになるが，2001年の法
務総合研究所の調査によれば，少年院における虐待率は約70％となってい
る。虐待の類型をみると，2012年までは身体的虐待の相談件数が最も多
く，次いで心理的虐待であったが，2013年以降は逆転し，2015年から現在
までは心理的虐待，身体的虐待の順になっており，心理的虐待の件数が身
体的虐待より約 ₂ 万件も多い。虐待者としては実母が過半数を占めている
が，年々，実父の割合が徐々に増加している。さらに，被虐待児の年齢別
では，小学生の割合が34.5％と最も高く，次いで ₃ 歳 ─ 学齢前， ₀ ─ ₃ 歳
未満，中学生，高校生の順となっている28）。
⑶　児童虐待の現状における日米の比較
　児童虐待における日米の共通点は，①虐待件数の増加，②加害者である
女性の割合が高い点である。他方，異なる点は，①虐待の類型がアメリカ
の場合には，ネグレクトが多く，日本の場合には心理的虐待が多い，②被
虐待児の年齢が，アメリカの場合には ₁ 歳未満の割合が最も高いのに対し
て，日本の場合には， ₃ 歳 ─ 学齢前の割合が最も高い点である。虐待の類
型や被虐待児の年齢層が異なる原因は不明だが，虐待件数が増加傾向にあ
るというのは共通しており，児童虐待に関しては，両国ともに有効な施策
がないことがうかがえる。
Families Administration on Children, Youth and Families, Child Maltreatment 
2015, 2015, pp. x-xi, pp. 19─20, p. 65. (https://www.acf.hhs.gov/sites/default/
files/cb/cm2015.pdf) 参照。
28）　厚生労働省 HP「平成27年度　児童相談所での児童虐待相談対応件数〈速報
値〉」（2016年） ₁ 頁（http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11901000-
Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/0000132366.pdf）参照。厚生労働省 HP「児
童虐待の現状」 ₂ 頁（http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-
Koyoukintoujidoukateikyoku/0000108127.pdf）参照。法務総合研究所『研究部
報告11　児童虐待に関する研究（第 ₁ 報告）』法務総合研究所（2001年）10頁。
比較法雑誌第51巻第 ₄ 号（2018）
114
2 ．日米における児童虐待と少年非行の関係
　虐待を受けた子どものすべてが非行に走るわけではないが，虐待を受け
た子どもの性格特性によって，非行という行動が現れるか否かが左右され
るという結果が報告されている。毎年，少年院に収容される少年の保護処
分歴として，自立支援施設・養護施設送致が350件前後あることや， ₁ 年
に40名前後が保護処分として養護施設に送致されていることを考えれば，
少年院，自立支援施設だけでなく，養護施設においても虐待の割合が高く
なっていることも考慮し，虐待と非行との関係を検証することは，非行を
予防するための入口支援となるのではないかと考えられる。そこで，アメ
リカでは，すでに児童虐待が非行に影響するという研究結果があるため，
研究内容を紹介し，日本との比較検討を行う。
　アメリカでは，人生の最初の ₅ 年に身体的虐待を受けた場合は，少年非
行で逮捕されるリスクが高くなる，初期の虐待と成年期の暴力の関係性は
明らかである，虐待が後の非行を保証するものではないが，逮捕されるリ
スクは高く，暴力や重大な非行と関連がある等の研究結果が報告されてい
る。また，ワイダムの研究によれば，小児期に虐待を受けた子どもの ₈ か
ら26％が非行化するというデータがある29）。
　日本においては，非行少年の被虐待児に関する研究において，男子の凶
悪・粗暴犯と薬物犯，女子の福祉犯被害者と薬物犯には被虐待児経験が多
く，少年院在院者への被害経験アンケートの調査結果によれば，全体の
50.3％が虐待の被害経験があるという研究結果が出ている。また，児童自
立支援施設入所児童の被虐待経験の研究においては，何らかの虐待を受け
た入所児童が約 ₆ 割存在する。さらには，関東圏内で行われた児童養護施
29）　Jennifer E. Lansford, Shari Miller-Johnson, Lisa J. Berlin, Kenneth A. Dodge, 
Gregory S. Pettit, Early Phisical Abuse and Later Violent Delinquency: A prospec-
tive Longitudinal Study, Child Maltreatment, 12(3), 2007, pp. 233─234.
　　Smith C, Thornberry P. Terence, The relationship between childhood maltreat-
ment and adolescent involvement in delinquency, Criminology, 33(4), 1995, p. 468.
　　Widom CS, Dose violence beget violence?, Psychological bulletin, 106, 1989, p. 3.
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設の調査によれば，入所児童の潜在的非行化の発生率は，27.3％という結
果が出ている。以上より，子ども虐待と非行には何らかの関係があると推
察できる30）。
　必ずしも，虐待が非行と関連しているとはいえないが，養護施設，自立
支援施設，少年院と非行傾向が進むにつれ，被虐待率が上がっていくとい
うのは，何らかの関係があることを示唆しているのではないだろうか。そ
こで，学校，養護施設，自立支援施設及び少年院等のすべてにおいて関わ
りがあるソーシャルワーカーによる児童虐待の早期発見を促すことで，少
年非行も未然に防げると考える。
　その早期発見の方法として，次章では，アウトリーチの手法を取り上げ
る。上記では，介護殺人に関しても，児童虐待に関してもアメリカと日本
には共通項がみられるため，これらの特徴に留意し，早期発見を行うこと
が犯罪予防に繫がると考える。
V　司法と福祉の連携による犯罪予防の施策
1 ．犯罪予防の根拠
　刑事政策における犯罪予防に関する理論とは，ブランティンハムとファ
ーストによる医学類似モデルの犯罪予防論，状況的犯罪予防論及び環境犯
罪学の理論が一般的である31）。本稿で論じるソーシャルワーカーによる犯
罪予防活動は，犯罪発生前に手段を講じる医学類似モデルの第 ₁ 段階に該
当するように思われる。しかし，第 ₁ 段階は，犯罪機会を提供する物理的
30）　内山絢子「非行少年の被虐待経験に関する研究」『科学警察研究所報告　犯罪
行動科学編』第42巻第 ₁ 号（2005年）57頁。
　　藤岡淳子「非行の背景としての児童虐待」『臨床心理学』第 ₁ 巻第 ₆ 号（2001
年）773頁。
　　相澤仁「子ども虐待と非行─育ち・ 育て直しのための日々の養育につい
て─」『ざ・ゆーす』第 ₇ 号（2009年）4頁。
31）　守山正「犯罪予防」『罪と罰』54巻第 ₂ 号（2017年）94─95頁。
　　吉中信人「保護観察の犯罪予防機能」『犯罪と非行』158号（2008年）80頁。
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環境の諸条件を検討するものであり，環境設計，ボランティアによる非行
浄化活動や防犯教育などが前提とされており，筆者が考える犯罪予防活動
は，環境設計でもなければ，ボランティアが行うものでもなく，性質が異
なる。それゆえ，日本における犯罪予防活動を行っている職種及び機関の
根拠条文をもとに，ソーシャルワーカーが犯罪予防活動を行う際の根拠規
定をどうすべきかについて検討する。
　犯罪予防とは，犯罪が発生する原因を取り除き，または犯罪の抑止力と
なる条件を強化促進することによって，犯罪の発生を未然に防止すること
である。
　現在，犯罪の予防のための活動を行っているのは，警察官，保護観察
官，保護司及び児童相談所である。現在，ソーシャルワーカーの役割に
は，犯罪予防活動に関する規定はなく，今後，ソーシャルワーカーが犯罪
予防を行う根拠と範囲を考える上で，これらの職種の根拠及び介入の程度
が参考になると思われる。そのため，これらの職種及び機関の犯罪予防活
動における根拠条文をもとにどの程度の介入が可能かについて論じる。
　まず，警察官の犯罪予防活動である立入りや制止は，警察法第 ₂ 条，警
察官職務執行法第 ₁ 条，第 ₅ 条及び第 ₆ 条を根拠としている。警察法第 ₂
条 ₁ 項は，「警察は，個人の生命，身体及び財産の保護に任じ，犯罪の予
防，鎮圧及び捜査，被疑者の逮捕，交通の取締その他公共の安全と秩序の
維持に当ることをもつてその責務とする」として，警察の責務について書
かれた条文である。次に，警察官職務執行法第 ₁ 条は，「この法律は，警
察官が警察法に規定する個人の生命，身体及び財産の保護，犯罪の予防，
公安の維持並びに他の法令の執行等の職権職務を忠実に遂行するために，
必要な手段を定めることを目的とする」と規定しており，警察法の内容を
実現するための法律であるといえる。刑法や刑事訴訟法は，犯罪が発生し
た後のことを規定する法律であり，「犯罪の予防」を行うための根拠条文
とはなりえない。しかしながら，警察官がその職務を執行中に犯罪がまさ
に行われようとしている事態を現認した場合，当該犯罪の予防を行う行為
は，罰則に触れる行為の発生を未然に防止することであり，これが警察法
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第 ₂ 条において定められた重要な責務である。警察官職務執行法第 ₅ 条や
第 ₆ 条は，警察法第 ₂ 条の規定を受け，犯罪の予防のために警察官が行う
手段について規定したものであり，社会公共の秩序を維持するために設け
られた規定である。つまり，社会公共の維持を根拠として「犯罪の予防」
を行うための権限を定めた法律と解釈することができる32）。警察官は，警
察法，警察官職務執行法等の法律によって与えられている任務と権限にも
とづいて措置を行うことができるのである。
　次に，児童相談所における犯罪予防活動である立入調査は，児童福祉法
第29条，児童虐待防止法第 ₉ 条を根拠としている。児童福祉法第29条は，
児童虐待防止の措置を取るため，都道府県知事が立入調査をさせることが
できることを規定した条文であるが，行政権限の発動に慎重になり過ぎ，
十分に活用されなかった経緯がある33）。これを受けて，児童虐待防止法第
₉ 条は，「都道府県知事は，児童虐待が行われているおそれがあると認め
るときは，児童委員又は児童の福祉に関する事務に従事する職員をして，
児童の住所又は居所に立ち入り，必要な調査又は質問をさせることができ
る」と規定している。この条文の「児童虐待が行われているおそれ」と
は，児童虐待が現に行われているもしくは行われていないかにかかわりな
く，立入調査を行っているというのは，犯罪の予防を念頭に置いた条文と
解釈できるのではないだろうか。いずれにしても，警察官及び児童相談所
の犯罪予防活動は，犯罪の蓋然性が高い場合に犯罪予防活動を行う明確な
根拠条文を置いている。
　保護観察官と保護司の犯罪予防活動は，更生保護法第 ₁ 条，第29条第 ₂
項，第31条第 ₂ 項，保護司法第 ₁ 条を根拠としている。更生保護法第 ₁ 条
は，「犯罪予防の活動の促進等を行い」と規定し，同法第29条第 ₂ 項は，
32）　山口かつよし『事例で学ぶ警職法』東京法令出版（2004年）13頁，95頁，
115頁。
　　古谷洋一『注釈　警察官職務執行法（ ₄ 訂版）』立花書房（2014年）285頁。
33）　日本子ども家庭総合研究所編『子ども虐待対応の手引き』有斐閣（2002年）
47頁。
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「犯罪の予防を図るため，世論を啓発し，社会環境の改善に努め，及び地
域住民の活動を促進すること」と定め，第31条 ₂ 項は，保護観察官は，
「犯罪の予防に関する事務に従事する」と規定している。また，保護司法
第 ₁ 条は，保護司の使命として「犯罪の予防のための世論の啓発に努め」
ることを規定している。このように，保護観察官と保護司における犯罪予
防活動は，主に，世論の啓発や社会環境の改善，地域住民の活動を促進す
るためのものであり，具体的内容を定めたものではなく，目的規定に止め
ている。したがって，上記の警察官及び児童相談所の犯罪予防活動とは性
質が異なるため，犯罪予防活動を行う際に明確な根拠規定を置く必要はな
いと解釈できる。
　したがって，現段階では，犯罪予防活動が職務として規定されていない
ソーシャルワーカーが，後述するアウトリーチを用いて犯罪予防活動を担
うためには，世論の啓発や社会環境の改善及び地域住民の活動を促進する
レベルでとどまる分には明確な根拠規定は必要なく，児童相談所と同じよ
うに立入調査等の権限まで与えるのであるならば，児童虐待防止法のよう
な特別法の中に規定を設けるか，社会福祉士及び介護福祉法の中に明確な
役割に関する条文規定を設ける必要があると考えられる。このような考え
のもと，ソーシャルワーカーの犯罪予防の手法として，次にアウトリーチ
について述べることとする。
2 ．アウトリーチ
　従来，福祉の領域では，精神障害，知的障害，身体障害，高齢，児童，
母子，生活保護等様々な課題をもつクライエントが，自ら問題に取り組む
ことが必要であり，自分で相談所を訪れると考えられ，ソーシャルワーカ
ーは事務所で待つ存在であった。しかし，現在では，アウトリーチという
考え方が導入され，援助を必要とする人々に手を差し伸べるために，対象
者のもとへ出向くことも重要な援助であると考えられるようになった34）。
34）　福山和女「アウトリーチの未来像─地域におけるソーシャルサポートとの協
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　このアウトリーチ（outreach）という用語は，直訳すると「出向く・手
を伸ばす」という意味であり，福祉領域では，元来，援助者が被援助者の
もとに出向くという「家庭訪問」に近いニュアンスで用いられてきた。
　アウトリーチは，「サービスを拒否していたりニーズや課題があること
に気づいていない人々に対して積極的に働きかけていくこと」，「サービス
や援助が必要であるにもかかわらず，自発的にサービスを求めようとしな
い人々を発見し，その人々にサービスの必要性を伝え，サービス提供を行
うこと」「自ら支援機関に援助を求めない相談ニーズの低い養育者へのア
プローチとして期待されるもの」という使われ方をしている。したがっ
て，援助者は，クライエントが相談に来るのを待つのではなく，自発的で
ないクライエントや問題性に気付いていないクライエントに対して，援助
者側から積極的に働きかけることと定義づけることができ，問題の早期発
見と介入的援助に重点が置かれていることから，予防的アプローチを行う
ものともいえる35）。現在，アウトリーチは，福祉の様々な領域で多機関連
携を主として用いられているケースが多い。しかし，アウトリーチを行う
べき人というのは，多くは接近困難な人たちであり，支援を拒否する傾向
にあるため，支援的なアウトリーチによる介入は困難な状況にある。そこ
で，児童虐待に関しては，児童相談所による養育者への法的な強制力を持
ったアウトリーチ介入が実施されている。しかし，児童虐待の件数は年々
増加傾向にあり，児童相談所のアウトリーチは功を奏していないように思
われる。したがって，上記で論じてきた介護殺人や児童虐待の問題を早期
に発見し，犯罪を未然に防ぐ手法になるようなアウトリーチの導入，もし
働─」『精神療法』第40巻第 ₂ 号（2014年）197頁。
35）　高岡昂太『子ども虐待へのアウトリーチ─多機関連携による困難事例の対
応─』東京大学出版会（2013年）16─17頁。
　　木戸芳史＝廣川聖子＝萱間真美「未受診者へのアウトリーチ」『精神療法』
第40巻第 ₂ 号（2014年）217頁。
　　岩田正美＝大橋謙策＝白澤政和『ソーシャルワークの理論と方法Ⅰ』ミネル
ヴァ書房（2013年）17─18頁。
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くは，すでにソーシャルワーカーの活動としては，司法と福祉の連携がで
きているため，そこに医療の職種を加えた欧米レベルで行われている医療
─福祉─司法による捜査・調査という初期初動の段階から支援・治療まで
の多機関連携を含める MDT（Multi Disciplinary Team）のように法整備
もしっかりと行われたアウトリーチの導入も視野に入れながら，犯罪予防
におけるソーシャルワーカーの役割というものを提言したいと思う。
3 ．ソーシャルワーカーの情報ネットワークの構築
　以前，児童養護施設において，虐待により保護されていた少年の親が刑
事施設へ収容されている話を聞いた際，刑事施設にいる社会福祉士と児童
養護施設にいる社会福祉士が情報を共有すれば，刑事施設にいる親の更生
状況がわかり，少年を親元に戻せるのか，あるいは親元に戻すのではな
く，施設から自立させる方向に将来設計を行うかの決定が容易になるので
はないかと考えたことを契機として，ソーシャルワーカーの情報ネットワ
ーク構築という構想が浮かんだのである。
　現在，ソーシャルワークにおいては，多職種連携として，医療職，行政
職，民間支援団体の相談員等との連携はなされているが，ソーシャルワー
カー同士の連携というのは，あまりみられない。2017年 ₈ 月末日現在，社
会福祉士の登録者数は213,096人である36）。都道府県別に登録者数が記載
されていることから，都道府県別に社会福祉士の所属先と専門領域を記載
したサイトの作成，あるいは，日本社会福祉会に問い合わせをすれば，必
要な専門領域のソーシャルワーカーを紹介してくれる制度を作れば，児童
虐待が発生した際，医療ソーシャルワーカー，児童相談所のソーシャルワ
ーカー，スクールソーシャルワーカー，養護施設のソーシャルワーカー等
で情報交換ができ，介護殺人に関する事例であれば，地域包括支援センタ
ーや市町村のソーシャルワーカー，医療ソーシャルワーカー等が情報交換
36）　社会福祉振興・試験センター HP「登録者数の状況─都道府県別登録者数　
最新版─」（http://www.sssc.or.jp/touroku/pdf/pdf_t04.pdf）参照。
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をすれば，殺人を未然に防げる可能性がある。このようなネットワークが
構築されれば，ソーシャルワーカー同士が交流でき， ₁ 人のクライエント
が生涯にわたって途切れることのない支援を受けることが容易になるので
はないだろうか。そのためにも，まずはソーシャルワーカーの情報ネット
ワークを構築すべきである。
VI　お わ り に
　本稿は，昨今の刑事政策が，再犯防止を目的とした処遇を中心に政策立
案を行うことに対して，犯罪を減少させるならば，再犯防止の施策に重点
を置くだけでなく，「犯罪予防」についても考慮すべきであり，「犯罪予
防」を実現するためには，司法と福祉の連携において重要な役割を担って
いるソーシャルワーカーを活用すべきであるとの私見を展開したものであ
る。とりわけ，司法と福祉の連携においては，ソーシャルワーカーである
社会福祉士が，犯罪者を刑事施設から福祉施設へ繫げる等の重要な役割を
担っている。しかしながら，社会福祉士の能力を最大限に引き出すのは，
再犯防止の観点から行う福祉的援助ではなく，社会福祉士が長年培ってき
た相談援助の技法の ₁ つであるアウトリーチを用いた犯罪予防活動にある
のではないかということについて論じたものである。
　従来，刑事政策における犯罪予防理論といえば，医学類似モデルの犯罪
予防論，状況的犯罪予防論及び環境犯罪学が一般的であるが，これらの理
論をもとに，ソーシャルワーカーによる犯罪予防活動の可能性について論
じた見解は皆無である。けれども，ソーシャルワーカーが司法の分野に参
入した今だからこそ，ソーシャルワーカーがもつ技法を用いた犯罪予防活
動への貢献が現実味を帯びてきたといえるのではないだろうか。そこで，
本稿では，ソーシャルワーカーが犯罪予防活動を実際に行うために，以下
のような分析を行った。まず，現段階では，ソーシャルワーカーが犯罪予
防活動を実施するための根拠規定がないため，警察官，保護観察官，保護
司及び児童相談所の「犯罪予防」に関する既存の条文を比較し，「犯罪の
比較法雑誌第51巻第 ₄ 号（2018）
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蓋然性」をキーワードとして，ソーシャルワーカーによる犯罪予防活動の
根拠を明らかにした。次に，ソーシャルワーカーが幅広い犯罪予防活動を
行うために，現在の司法と福祉の連携が対象としている障害者及び高齢者
に限定されるのではなく，少年や外国人やホームレス等まで対象とするた
め，対象者を児童に限定している「社会的養護」の定義を見直し，イギリ
ス同様，社会的弱者全体が含まれるように新たな解釈を試みた。さらに，
ソーシャルワーカー自らが積極的な働きかけを行い問題性を早期に発見す
るというアウトリーチという手法が犯罪予防に繫がる有効な手段であるこ
とを実証するため，日本ではあまり研究がなされていないが，今後，増加
するであろう介護殺人の問題及び児童虐待と非行との関係を取り上げ，ア
メリカと日本との比較検討を行うことによって，アウトリーチがどのよう
な点で有効であるか，また，アウトリーチを実施すべき対象者の特徴を明
らかにした。以上の分析から，ソーシャルワーカーによる犯罪予防活動へ
のアウトリーチの活用を提言し，加えて，多職種連携が行われる中，ソー
シャルワーカー同士の連携が取れていないという問題を明らかにし，ソー
シャルワーカー間の情報ネットワークの構築に関する提案を行った。
　しかし，研究を進めるにつれ，新たな課題も浮かび上がった。例えば，
司法と福祉の連携を本格的に論じるにあたっては，刑事司法制度における
検察段階で起訴猶予にして福祉へ繫げる取り組み等が実施されているが，
本来は，刑罰を回避するための根拠や刑罰の本質を論じる必要性があるこ
と，その他，ソーシャルワーカーが犯罪予防活動を行うにあたって生じる
であろう秘密保持の問題及び医療─福祉─司法が連携した最新のアウトリ
ーチ手法である MDT モデルについては深く掘り下げることができなかっ
たため，これらに関しては今後の研究課題としたい。
